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た。 

 

（２）蓄電池設備・固体燃料を用いた火気設備につ

いて（令和５年５月 31日省令公布） 

 蓄電池設備について、これまで主に開放形の鉛蓄

電池を想定し基準を定めていたが、新たな種別の蓄

電池設備にも対応した基準となるよう必要な基準の

見直しを行った。 

 また、薪ストーブや炭焼き器等の固体燃料を用い

る火気設備について、これまでの石油やガス等の精

製された燃料を前提とした規定について、薪や炭等

の天然の固体燃料についても対応できるようにする

ための基準の整備等を行った。 

 今後も、社会情勢の変化に対応し、新たに生じる

火災リスクに適切に対応するために、関係団体や関

係省庁と連携し、必要とされる防火安全対策を引き

続き検討していく。 

 

８．畜舎等における消防用設備等の設置に係

る特例基準 

 国内畜産業の国際競争力の強化に向けて、畜舎等

の建築等及び利用の特例に関する法律が令和３年に

制定されたことを踏まえ、消防庁では消防法施行令

及び消防法施行規則を改正するとともに、畜舎等に

係る基準の特例の細目（令和４年消防庁告示第２

号）を制定し、畜舎等における消防用設備等の設置

基準に係る規定の整備を行った。 

 また、畜舎等と一体的に建築される保管庫等につ

いても特例基準の対象に追加するため、令和５年５

月に消防法施行規則及び畜舎等に係る基準の特例の

細目を改正した。 

 

９．木材利用の推進に係る建築基準法令改正

を踏まえた消防法令における対応 

 建築物への木材利用を推進するため、令和４年６

月に建築基準法が改正され、防火規制に係る別棟み

なし規定の創設及び耐火建築物の主要構造部に係る

防火規制の合理化が行われた（施行は令和６年４月

１日）。 

 これを踏まえ、消防庁では防火安全性の確保を前

提として、消防用設備等の技術基準に係る別棟みな

し規定の拡充及び建築基準法における耐火建築物の

主要構造部に係る防火規制の合理化に伴う規定の整

備を行うこととしている。 
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 危険物施設＊1 における事故は、火災（爆発を含

む。）と危険物＊2 の流出に大別される。危険物施設

における火災事故及び流出事故の件数は、平成６年

（1994 年）から増加に転じ、平成 19 年以降は、高

い水準で横ばいの状況が続いている。令和４年中

は、火災事故が 226 件、流出事故が 415 件で合計

641 件となっており、前年より５件減少している

（第 1-2-1 図）。 

 
 
第 1-2-1 図 危険物施設における火災及び流出事故発生件数の推移 

（各年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 事故発生件数の年別傾向を把握するために、震度６弱以上（平成８年（1996年）９月以前は震度６以上）の地震により発生した件数を除く。  
＊1 危険物施設：消防法で指定された数量以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う施設として、市町村長等の許可を受けた施設で、以下のと

おり、製造所、貯蔵所及び取扱所の３つに区分される。 

 
＊2 危険物：消防法（第２条第７項）では、「別表第一の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有す

るものをいう。」と定義されている。また、それぞれの危険物の「性状」は、「別表第一備考」に類別に定義され、以下表のとおり分類

される。 

 

第第２２節節 危危険険物物施施設設等等ににおおけけるる災災害害対対策策  

危険物施設等における災害
の現況と最近の動向 

第
　
２
　
章

第
　
３
　
章

第
　
４
　
章

第
　
５
　
章

第
　
６
　
章

第
　
１
　
章

第２節　危険物施設等における災害対策

資

料



26 

第 1-2-2 図 危険物施設における火災事故発生件数と被害状況 

（各年中） 

 
（備考）「危険物に係る事故の概要」により作成 

 

 

１．火災事故 

 令和４年中に危険物施設において発生した火災事

故の件数は 226 件（対前年比２件増）となってお

り、平成元年（1989 年）以降火災事故が最も少な

かった平成５年（1993年）の107件と比較すると、

危険物施設が減少しているにもかかわらず、約 2.1

倍に増加している。主な発生要因については、維持

管理不十分、操作確認不十分といった人的要因によ

るものが多くを占めている。 

 

（１）危険物施設における火災事故の被害の状況等 

 令和４年中の危険物施設における火災事故の被害

は、損害額 27 億 5,094 万円（対前年比 42 億 9,598

万円減）、死者２人（同２人増）、負傷者 36 人（前

年同数）となっている（第 1-2-2 図）。 

 危険物施設別の火災事故の発生件数をみると、一

般取扱所で発生したものが 152 件で最も多く、次い

で給油取扱所で 31 件、製造所で 29 件となってお

り、これらの３施設区分の合計で全体の 93.8％を

占めている（第 1-2-3 図）。 

 火災事故の出火原因に関係した物質（以下、本節

において「出火原因物質」という。）についてみる

と、火災事故 226 件のうち危険物が出火原因物質と

なるものが 104 件（全体の 46.0％）発生している

（第 1-2-4 図）。 

 

（２）危険物施設における火災事故の発生原因等 

 令和４年中に発生した危険物施設における火災事

故の発生要因をみると、人的要因が 117 件で最も多

く、次いで、物的要因が 82 件、その他の要因（不

明及び調査中を含む。）が27件となっている（第1-

2-5 図）。 

第 1-2-3 図 危険物施設別火災事故発生件数 
（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 
 

第 1-2-4 図 出火原因物質別火災事故発生件数 
（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 
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 着火原因別にみると、高温表面熱が 42 件で最も

多く、次いで、静電気火花が 38 件、過熱着火が 24

件となっている（第 1-2-6 図）。 

 

第 1-2-5 図 発生要因別火災事故発生件数 

（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 

第 1-2-6 図 着火原因別火災事故発生件数 

（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 

（３）無許可施設における火災事故 

 危険物施設として許可を受けるべき施設であるに

もかかわらず、許可を受けていないもの（以下、本

節において「無許可施設」という。）における令和

４年中の火災事故の発生件数は５件（対前年比２件

減）であり、死者は０人（前年同数）、負傷者は３

人（前年同数）となっている。 

 

（４）危険物運搬中の火災事故 

 令和４年中の危険物運搬中の火災事故の発生件数

は１件（前年同数）となっている。 

 

（５）仮貯蔵・仮取扱い中の火災事故 

 令和４年中の仮貯蔵・仮取扱い＊3中の火災事故の

発生件数は０件（前年同数）となっている。 

 

２．流出事故 

 令和４年中に危険物施設において発生した流出事

故の件数は 415 件（対前年比７件減）となってお

り、平成元年（1989 年）以降流出事故が最も少な

かった平成６年（1994年）の174件と比較すると、

危険物施設数が減少しているにもかかわらず、約

2.4 倍に増加している。主な発生要因については、

人的要因によるもの、物的要因によるものいずれも

多数発生しているが、物的要因によるもののうち、

特に腐食疲労等劣化によるものが増加している。 

 

（１）危険物施設における流出事故の被害の状況等 

 令和４年中の危険物施設における流出事故の被害

は、損害額５億 6,638 万円（対前年比 8,965 万円

増）、死者０人（同１人減）、負傷者 18人（同 10人

減）となっている（第 1-2-7 図）。 

 危険物施設別の流出事故の発生件数をみると、一

般取扱所で発生したものが 121 件で最も多く、次い

で、屋外タンク貯蔵所で 78件、給油取扱所で 63件

となっている（第 1-2-8 図）。 

 流出事故の流出した危険物をみると、流出事故

415 件のうち、404 件が石油製品を中心とする第４

類の危険物となっている。これを品名別にみると、

第２石油類に係るものが 147 件で最も多く、次い

で、第３石油類に係るものが 125 件、第１石油類に

係るものが 95件となっている（第 1-2-9 図）。 

 

 

 
 

＊3 仮貯蔵・仮取扱い：危険物施設として許可を受けていない場所において、所轄消防長又は消防署長の承認を受け、10 日以内の期間に限

り、消防法で指定された数量以上の危険物を仮に貯蔵し、又は取り扱うことをいう。 

第１章　災害の現況と課題
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第 1-2-2 図 危険物施設における火災事故発生件数と被害状況 

（各年中） 

 
（備考）「危険物に係る事故の概要」により作成 

 

 

１．火災事故 

 令和４年中に危険物施設において発生した火災事

故の件数は 226 件（対前年比２件増）となってお

り、平成元年（1989 年）以降火災事故が最も少な

かった平成５年（1993年）の107件と比較すると、

危険物施設が減少しているにもかかわらず、約 2.1

倍に増加している。主な発生要因については、維持

管理不十分、操作確認不十分といった人的要因によ

るものが多くを占めている。 

 

（１）危険物施設における火災事故の被害の状況等 

 令和４年中の危険物施設における火災事故の被害

は、損害額 27 億 5,094 万円（対前年比 42 億 9,598

万円減）、死者２人（同２人増）、負傷者 36 人（前

年同数）となっている（第 1-2-2 図）。 

 危険物施設別の火災事故の発生件数をみると、一

般取扱所で発生したものが 152 件で最も多く、次い

で給油取扱所で 31 件、製造所で 29 件となってお

り、これらの３施設区分の合計で全体の 93.8％を

占めている（第 1-2-3 図）。 

 火災事故の出火原因に関係した物質（以下、本節

において「出火原因物質」という。）についてみる

と、火災事故 226 件のうち危険物が出火原因物質と

なるものが 104 件（全体の 46.0％）発生している

（第 1-2-4 図）。 

 

（２）危険物施設における火災事故の発生原因等 

 令和４年中に発生した危険物施設における火災事

故の発生要因をみると、人的要因が 117 件で最も多

く、次いで、物的要因が 82 件、その他の要因（不

明及び調査中を含む。）が27件となっている（第1-

2-5 図）。 

第 1-2-3 図 危険物施設別火災事故発生件数 
（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 
 

第 1-2-4 図 出火原因物質別火災事故発生件数 
（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 
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 着火原因別にみると、高温表面熱が 42 件で最も

多く、次いで、静電気火花が 38 件、過熱着火が 24

件となっている（第 1-2-6 図）。 

 

第 1-2-5 図 発生要因別火災事故発生件数 

（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 

第 1-2-6 図 着火原因別火災事故発生件数 

（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 

（３）無許可施設における火災事故 

 危険物施設として許可を受けるべき施設であるに

もかかわらず、許可を受けていないもの（以下、本

節において「無許可施設」という。）における令和

４年中の火災事故の発生件数は５件（対前年比２件

減）であり、死者は０人（前年同数）、負傷者は３

人（前年同数）となっている。 

 

（４）危険物運搬中の火災事故 

 令和４年中の危険物運搬中の火災事故の発生件数

は１件（前年同数）となっている。 

 

（５）仮貯蔵・仮取扱い中の火災事故 

 令和４年中の仮貯蔵・仮取扱い＊3中の火災事故の

発生件数は０件（前年同数）となっている。 

 

２．流出事故 

 令和４年中に危険物施設において発生した流出事

故の件数は 415 件（対前年比７件減）となってお

り、平成元年（1989 年）以降流出事故が最も少な

かった平成６年（1994年）の174件と比較すると、

危険物施設数が減少しているにもかかわらず、約

2.4 倍に増加している。主な発生要因については、

人的要因によるもの、物的要因によるものいずれも

多数発生しているが、物的要因によるもののうち、

特に腐食疲労等劣化によるものが増加している。 

 

（１）危険物施設における流出事故の被害の状況等 

 令和４年中の危険物施設における流出事故の被害

は、損害額５億 6,638 万円（対前年比 8,965 万円

増）、死者０人（同１人減）、負傷者 18人（同 10人

減）となっている（第 1-2-7 図）。 

 危険物施設別の流出事故の発生件数をみると、一

般取扱所で発生したものが 121 件で最も多く、次い

で、屋外タンク貯蔵所で 78件、給油取扱所で 63件

となっている（第 1-2-8 図）。 

 流出事故の流出した危険物をみると、流出事故

415 件のうち、404 件が石油製品を中心とする第４

類の危険物となっている。これを品名別にみると、

第２石油類に係るものが 147 件で最も多く、次い

で、第３石油類に係るものが 125 件、第１石油類に

係るものが 95件となっている（第 1-2-9 図）。 

 

 

 
 

＊3 仮貯蔵・仮取扱い：危険物施設として許可を受けていない場所において、所轄消防長又は消防署長の承認を受け、10 日以内の期間に限

り、消防法で指定された数量以上の危険物を仮に貯蔵し、又は取り扱うことをいう。 
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第 1-2-7 図 危険物施設における流出事故発生件数と被害状況 
（各年中） 

 
（備考）「危険物に係る事故の概要」により作成 

 

第 1-2-8 図 危険物施設別流出事故発生件数  第 1-2-9 図 流出物質別流出事故発生件数 

（令和４年中）

 

 （令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 （備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 

（２）危険物施設における流出事故の発生原因等 

 令和４年中に発生した危険物施設における流出事

故の発生原因をみると、人的要因が 138 件、物的要

因が 232 件、その他の要因（不明及び調査中を含

む。）が 45件となっている。物的要因では、腐食疲

労等劣化の 127 件、破損の 46 件、人的要因では、

操作確認不十分の 57 件が多くなっている（第 1-2-

10 図）。 
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第 1-2-10 図 発生要因別流出事故発生件数 

（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 

（３）無許可施設における流出事故 

 令和４年中の無許可施設における流出事故の発生

件数は２件（対前年比５件減）であり、死者は０人

（前年同数）、負傷者は１人（対前年比１人減）と

なっている。 

 

（４）危険物運搬中の流出事故 

 令和４年中の危険物運搬中の流出事故の発生件数

は 11 件（対前年比５件増）であり、死者は０人

（前年同数）、負傷者は１人（対前年比１人減）と

なっている。 

 

（５）仮貯蔵・仮取扱い中の流出事故 

 令和４年中の仮貯蔵・仮取扱い中の流出事故の発

生件数は０件（前年同数）となっている。 

 

１．危険物規制 

（１）危険物規制の体系 

 消防法では、①火災発生の危険性が高い、②火災

が発生した場合にその拡大の危険性が高い、③消火

が困難であるなどの性状を有する物品を「危険物」

として指定し、これらの危険物について、貯蔵・取

扱い及び運搬において保安上の規制を行うことによ

り、火災の防止や、国民の生命、身体及び財産を火

災から保護し、又は火災による被害を軽減すること

とされている。 

 なお、危険物に関する規制の概要は、次のとおり

である。 

・指定数量（消防法で指定された、貯蔵又は取扱い

を行う場合に許可が必要となる数量）以上の危険

物は、危険物施設以外の場所で貯蔵し、又は取り

扱ってはならず、危険物施設を設置しようとする

者は、その位置、構造及び設備を法令で定める基

準に適合させ、市町村長等の許可を受けなければ

ならない。 

・危険物の運搬については、その量の多少を問わ

ず、法令で定める安全確保のための基準に従って

行わなければならない。 

・指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いなどにつ

いては、市町村条例の基準に従って行われなけれ

ばならない。 

 

（２）危険物取扱者 

 危険物取扱者は、「甲種」「乙種」「丙種」の３つ

に区分されており、区分によって取り扱うことがで

きる危険物の種類が異なる。危険物施設での危険物

の取扱いは、危険物取扱者が自ら行うか、その他の

者が取り扱う場合には、甲種又は乙種危険物取扱者

の立ち会いの下行わなければならないとされてい

る。 

 令和５年３月 31 日現在、危険物取扱者制度発足

以来の危険物取扱者試験の合格者総数（累計）は

1,016 万 1,256 人となっており、危険物施設におけ

る安全確保に大きな役割を果たしている。 

 

危険物行政の現況 

第１章　災害の現況と課題
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第 1-2-7 図 危険物施設における流出事故発生件数と被害状況 
（各年中） 

 
（備考）「危険物に係る事故の概要」により作成 

 

第 1-2-8 図 危険物施設別流出事故発生件数  第 1-2-9 図 流出物質別流出事故発生件数 

（令和４年中）

 

 （令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 （備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 

（２）危険物施設における流出事故の発生原因等 

 令和４年中に発生した危険物施設における流出事

故の発生原因をみると、人的要因が 138 件、物的要

因が 232 件、その他の要因（不明及び調査中を含

む。）が 45件となっている。物的要因では、腐食疲

労等劣化の 127 件、破損の 46 件、人的要因では、

操作確認不十分の 57 件が多くなっている（第 1-2-

10 図）。 
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第 1-2-10 図 発生要因別流出事故発生件数 

（令和４年中） 

 
（備考）１ 「危険物に係る事故の概要」により作成 

    ２ 小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。 

 

（３）無許可施設における流出事故 

 令和４年中の無許可施設における流出事故の発生

件数は２件（対前年比５件減）であり、死者は０人

（前年同数）、負傷者は１人（対前年比１人減）と

なっている。 

 

（４）危険物運搬中の流出事故 

 令和４年中の危険物運搬中の流出事故の発生件数

は 11 件（対前年比５件増）であり、死者は０人

（前年同数）、負傷者は１人（対前年比１人減）と

なっている。 

 

（５）仮貯蔵・仮取扱い中の流出事故 

 令和４年中の仮貯蔵・仮取扱い中の流出事故の発

生件数は０件（前年同数）となっている。 

 

１．危険物規制 

（１）危険物規制の体系 

 消防法では、①火災発生の危険性が高い、②火災

が発生した場合にその拡大の危険性が高い、③消火

が困難であるなどの性状を有する物品を「危険物」

として指定し、これらの危険物について、貯蔵・取

扱い及び運搬において保安上の規制を行うことによ

り、火災の防止や、国民の生命、身体及び財産を火

災から保護し、又は火災による被害を軽減すること

とされている。 

 なお、危険物に関する規制の概要は、次のとおり

である。 

・指定数量（消防法で指定された、貯蔵又は取扱い

を行う場合に許可が必要となる数量）以上の危険

物は、危険物施設以外の場所で貯蔵し、又は取り

扱ってはならず、危険物施設を設置しようとする

者は、その位置、構造及び設備を法令で定める基

準に適合させ、市町村長等の許可を受けなければ

ならない。 

・危険物の運搬については、その量の多少を問わ

ず、法令で定める安全確保のための基準に従って

行わなければならない。 

・指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いなどにつ

いては、市町村条例の基準に従って行われなけれ

ばならない。 

 

（２）危険物取扱者 

 危険物取扱者は、「甲種」「乙種」「丙種」の３つ

に区分されており、区分によって取り扱うことがで

きる危険物の種類が異なる。危険物施設での危険物

の取扱いは、危険物取扱者が自ら行うか、その他の

者が取り扱う場合には、甲種又は乙種危険物取扱者

の立ち会いの下行わなければならないとされてい

る。 

 令和５年３月 31 日現在、危険物取扱者制度発足

以来の危険物取扱者試験の合格者総数（累計）は

1,016 万 1,256 人となっており、危険物施設におけ

る安全確保に大きな役割を果たしている。 

 

危険物行政の現況 
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第 1-2-11 図 危険物取扱者試験実施状況 

（令和４年度） 

 

（備考）「危険物取扱者・消防設備士試験・免状統計表」（（一般財団法人）消防試験研究センター）により作成 

 

ア 危険物取扱者試験 

 令和４年度中の危険物取扱者試験は、全国で

4,285 回（対前年度比７回増）実施された。受験者

数は 32万 1,632 人（同２万 860 人減）、合格者数は

12万7,765人（同２万1,603人減）で平均の合格率

は約39.7％（同3.9％減）となっている（第1-2-11

図）。 

 試験の種類別にみると、受験者数では、乙種第４

類が最も多く、次いで甲種、丙種となっており、こ

の３種類で全体の約８割を占めている。 

 

イ 保安講習 

 危険物施設において危険物の取扱作業に従事する

危険物取扱者は、原則として３年に１度、都道府県

知事が行う危険物の取扱作業の保安に関する講習

（保安講習）を受けなければならないこととされて

いる。 

 令和４年度中の保安講習は、全国で延べ 1,597 回

（対前年度比 256 回減）実施され、18 万 9,249 人

（同 1,412 人増）が受講している（第 1-2-1 表）。 

 

（３）事業所における保安体制 

 事業所における保安体制の整備を図るため、一定

数量以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う危険物施

設の所有者等には、危険物保安監督者の選任、危険

物施設保安員の選定、予防規程の作成が義務付けら

れている。また、同一事業所において一定の危険物

施設を所有等し、かつ、一定数量以上の危険物を貯

蔵し、又は取り扱うものには、自衛消防組織の設

置、危険物保安統括管理者の選任が義務付けられて

いる。 

 

第 1-2-1 表 危険物取扱者保安講習受講者数及びその危険物取扱者免状の種類別内訳 
（各年度） 
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（４）保安検査 

 一定の規模以上の屋外タンク貯蔵所及び移送取扱

所の所有者等は、その規模等に応じた一定の時期ご

とに、市町村長等が行う危険物施設の保安に関する

検査（保安検査）を受けることが義務付けられてい

る。 

 

（５）立入検査及び措置命令 

 市町村長等は、危険物の貯蔵又は取扱いに伴う火

災防止のため必要があると認めるときは、危険物施

設等に対して施設の位置、構造及び設備並びに危険

物の貯蔵又は取扱いが消防法で定められた基準に適

合しているかについて立入検査を行うことができ

る。 

 立入検査を行った結果、消防法に違反していると

認められる場合、市町村長等は、危険物施設等の所

有者等に対して、貯蔵又は取扱いに関する遵守命

令、施設の位置、構造及び設備の基準に関する措置

命令等を発することができる。 

 

２．石油パイプラインの保安 

（１）石油パイプライン事業の保安規制 

 一般の需要に応じて石油の輸送事業を行うものに

ついては、石油パイプライン事業法により、事業の

許可や工事計画の認可、保安検査等が行われ、その

安全性を確保している。 

 石油パイプライン事業法の適用を受けている施設

は、現在、成田国際空港への航空燃料輸送用パイプ

ラインだけである。 

 

（２）石油パイプラインの保安の確保 

 石油パイプライン事業法に基づく成田国際空港へ

の航空燃料輸送用パイプラインについては、定期的

に保安検査等を実施するとともに、事業者に対して

は、保安規程を遵守し、法令に定める技術上の基準

に従って維持管理、点検等を行わせ、その安全の確

保に万全を期することとしている。 

 

 

１．官民一体となった事故防止対策の推進 

 危険物施設における火災事故及び流出事故の件数

は、平成６年（1994 年）から増加に転じ、平成 19

年以降は、高い水準で横ばいの状況が続いている

（第 1-2-1 図）。 

 危険物施設における事故を防止するためには、事

業所の実態に応じた安全対策や、危険物施設の経年

劣化をはじめとする事故要因への対策を適切に講じ

る必要がある。 

 このような状況を踏まえ、関係業界や消防機関等

により構成される「危険物等事故防止対策情報連絡

会」において、平成 28 年３月、事故防止対策をよ

り効果的なものとするため、「危険物等に係る重大

事故の発生を防止すること」が目標として定めら

れ、この目標に向けた関係業界や消防機関等の取組

を取りまとめた「危険物等事故防止対策実施要領」

が毎年度策定されている。 

 今後も、事故に係る調査分析結果等の情報共有

や、各地域における取組の推進など、関係機関が一

体となって事故防止対策を推進していく必要があ

る。 

 

２．科学技術及び産業経済の進展等を踏まえ

た安全対策の推進 

 科学技術及び産業経済の進展等に伴い、危険物行

政を取り巻く環境は常に変化しており、新たな危険

性物質の出現、危険物の流通形態の変化、危険物施

設の多様化・複雑化、設備・機器の高経年化等への

対応が求められている。 

 消防法上の危険物に指定されていないが、同様の

火災危険性を有するおそれのある物質や火災予防又

は消防活動に重大な支障を生ずるおそれのある物質

（消防活動阻害物質）への対応を図るため、消防庁

では検討会を毎年開催しており、新たな化学物質等

について広く調査を行うとともに、火災危険性を有

するおそれのある物質等を抽出して性状確認等を行

っている。今後も新規物質等の火災危険性等につい

て早期把握に努める必要がある。 

 また、近年、危険物施設は高経年化が進み、腐

食・劣化等を原因とする事故件数が増加しており、

AIやIoT等の最新技術を活用した効果的な予防保全

の実現などが期待されていることから、これらの活

用について柔軟な対応ができるよう調査検討を行っ

ている（特集５（７）及び（８）を参照）。 

危険物行政の課題 

第１章　災害の現況と課題
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第 1-2-11 図 危険物取扱者試験実施状況 

（令和４年度） 

 

（備考）「危険物取扱者・消防設備士試験・免状統計表」（（一般財団法人）消防試験研究センター）により作成 

 

ア 危険物取扱者試験 

 令和４年度中の危険物取扱者試験は、全国で

4,285 回（対前年度比７回増）実施された。受験者

数は 32万 1,632 人（同２万 860 人減）、合格者数は

12万7,765人（同２万1,603人減）で平均の合格率

は約39.7％（同3.9％減）となっている（第1-2-11

図）。 

 試験の種類別にみると、受験者数では、乙種第４

類が最も多く、次いで甲種、丙種となっており、こ

の３種類で全体の約８割を占めている。 

 

イ 保安講習 

 危険物施設において危険物の取扱作業に従事する

危険物取扱者は、原則として３年に１度、都道府県

知事が行う危険物の取扱作業の保安に関する講習

（保安講習）を受けなければならないこととされて

いる。 

 令和４年度中の保安講習は、全国で延べ 1,597 回

（対前年度比 256 回減）実施され、18 万 9,249 人

（同 1,412 人増）が受講している（第 1-2-1 表）。 

 

（３）事業所における保安体制 

 事業所における保安体制の整備を図るため、一定

数量以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う危険物施

設の所有者等には、危険物保安監督者の選任、危険

物施設保安員の選定、予防規程の作成が義務付けら

れている。また、同一事業所において一定の危険物

施設を所有等し、かつ、一定数量以上の危険物を貯

蔵し、又は取り扱うものには、自衛消防組織の設

置、危険物保安統括管理者の選任が義務付けられて

いる。 

 

第 1-2-1 表 危険物取扱者保安講習受講者数及びその危険物取扱者免状の種類別内訳 
（各年度） 
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（４）保安検査 

 一定の規模以上の屋外タンク貯蔵所及び移送取扱

所の所有者等は、その規模等に応じた一定の時期ご

とに、市町村長等が行う危険物施設の保安に関する

検査（保安検査）を受けることが義務付けられてい

る。 

 

（５）立入検査及び措置命令 

 市町村長等は、危険物の貯蔵又は取扱いに伴う火

災防止のため必要があると認めるときは、危険物施

設等に対して施設の位置、構造及び設備並びに危険

物の貯蔵又は取扱いが消防法で定められた基準に適

合しているかについて立入検査を行うことができ

る。 

 立入検査を行った結果、消防法に違反していると

認められる場合、市町村長等は、危険物施設等の所

有者等に対して、貯蔵又は取扱いに関する遵守命

令、施設の位置、構造及び設備の基準に関する措置

命令等を発することができる。 

 

２．石油パイプラインの保安 

（１）石油パイプライン事業の保安規制 

 一般の需要に応じて石油の輸送事業を行うものに

ついては、石油パイプライン事業法により、事業の

許可や工事計画の認可、保安検査等が行われ、その

安全性を確保している。 

 石油パイプライン事業法の適用を受けている施設

は、現在、成田国際空港への航空燃料輸送用パイプ

ラインだけである。 

 

（２）石油パイプラインの保安の確保 

 石油パイプライン事業法に基づく成田国際空港へ

の航空燃料輸送用パイプラインについては、定期的

に保安検査等を実施するとともに、事業者に対して

は、保安規程を遵守し、法令に定める技術上の基準

に従って維持管理、点検等を行わせ、その安全の確

保に万全を期することとしている。 

 

 

１．官民一体となった事故防止対策の推進 

 危険物施設における火災事故及び流出事故の件数

は、平成６年（1994 年）から増加に転じ、平成 19

年以降は、高い水準で横ばいの状況が続いている

（第 1-2-1 図）。 

 危険物施設における事故を防止するためには、事

業所の実態に応じた安全対策や、危険物施設の経年

劣化をはじめとする事故要因への対策を適切に講じ

る必要がある。 

 このような状況を踏まえ、関係業界や消防機関等

により構成される「危険物等事故防止対策情報連絡

会」において、平成 28 年３月、事故防止対策をよ

り効果的なものとするため、「危険物等に係る重大

事故の発生を防止すること」が目標として定めら

れ、この目標に向けた関係業界や消防機関等の取組

を取りまとめた「危険物等事故防止対策実施要領」

が毎年度策定されている。 

 今後も、事故に係る調査分析結果等の情報共有

や、各地域における取組の推進など、関係機関が一

体となって事故防止対策を推進していく必要があ

る。 

 

２．科学技術及び産業経済の進展等を踏まえ

た安全対策の推進 

 科学技術及び産業経済の進展等に伴い、危険物行

政を取り巻く環境は常に変化しており、新たな危険

性物質の出現、危険物の流通形態の変化、危険物施

設の多様化・複雑化、設備・機器の高経年化等への

対応が求められている。 

 消防法上の危険物に指定されていないが、同様の

火災危険性を有するおそれのある物質や火災予防又

は消防活動に重大な支障を生ずるおそれのある物質

（消防活動阻害物質）への対応を図るため、消防庁

では検討会を毎年開催しており、新たな化学物質等

について広く調査を行うとともに、火災危険性を有

するおそれのある物質等を抽出して性状確認等を行

っている。今後も新規物質等の火災危険性等につい

て早期把握に努める必要がある。 

 また、近年、危険物施設は高経年化が進み、腐

食・劣化等を原因とする事故件数が増加しており、

AIやIoT等の最新技術を活用した効果的な予防保全

の実現などが期待されていることから、これらの活

用について柔軟な対応ができるよう調査検討を行っ

ている（特集５（７）及び（８）を参照）。 
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３．大規模自然災害への対応 

 大規模な自然災害の発生に伴い、危険物施設にお

いて火災・流出事故が発生した場合には、周辺住民

の安全や産業、環境等に対して多大な影響を及ぼす

おそれがあることから、安全確保を図る必要があ

る。一方、災害時の応急対策や復旧の段階におい

て、ガソリン等の燃料の緊急的な供給、被災地の危

険物施設や関係者の負担軽減等を図るため、消防法

令の弾力的な運用が求められている。 

 風水害対策については、令和２年３月に危険物施

設の形態別による対策上のポイントやチェックリス

トを「危険物施設の風水害対策ガイドライン」とし

て公表し、令和３年３月にはガイドラインの更なる

利活用を目的に、対策を実行する際の初動対応に関

するフローチャートを追加した。 

 また、地震対策については、浮き蓋付きの特定屋

外貯蔵タンクについて、平成 23年 12 月の政令改正

により新たに設けた耐震基準に適合するよう、事業

者に対して働き掛けを行なっている（適合期限：令

和６年３月末）。 

 

４．リチウムイオン蓄電池に係る危険物規制

に関する検討 

 リチウムイオン蓄電池における危険物規制の在り

方について、海外の状況等との比較も含めて課題を

洗い出し、調査検討を行うことを目的とした「リチ

ウムイオン蓄電池に係る危険物規制に関する検討

会」を開催し、自動車工場等における車載用リチウ

ムイオン蓄電池の貯蔵及び取扱いに関する安全対策

や、無停電電源装置（UPS）としてリチウムイオン

蓄電池を取扱う一般取扱所（データセンター等）の

消火設備の基準について、国内外の実態を調査した

上で、具体的な安全対策を検討することとしてい

る。 
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１．事故件数と被害 

 令和４年中に石油コンビナート等特別防災区域

（以下、本節において「特別防災区域」という。）

の特定事業所＊1で発生した事故件数は359件で、地

震以外の事故（以下、本節において「一般事故」と

いう。）は 349 件、地震及び津波による事故（以

下、本節において「地震事故」という。）は 10件で

あった。 

 一般事故の発生件数の推移をみると、平成元年以

降、増加傾向にあり、令和４年中の事故は、過去最

も多い 349 件（対前年比 56 件増）を記録した（第

1-3-1 図）。 

 令和４年中、一般事故で死傷者の発生した事故は

25 件（対前年比４件増）で、死傷者の内訳は、死

者１人（前年同数）、負傷者 33 人（対前年比４人

減）となっている（資料 1-3-1）。 

 

２．事故の特徴 

（１）事故種別ごとの一般事故件数 

 事故種別ごとの一般事故件数は、火災 129 件（対

前年比23件増）、爆発７件（同４件増）、漏えい203

件（同 24 件増）、その他 10 件（同５件増）である

（資料 1-3-2）。 

 

（２）原因別の一般事故件数 

 原因別の一般事故件数は、人的要因によるものが

118 件（対前年比 17 件増）、物的要因によるものが

213 件（同 39 件増）、その他の要因によるものが 18

件（前年同数）である。 

 その内訳として主な原因では、腐食疲労等劣化

101 件（対前年比５件増）、維持管理不十分 46 件 

 

第 1-3-1 図 石油コンビナート事故発生件数の推移 
（各年中） 

 
 
＊1 特定事業所：第１種事業所（石油の貯蔵・取扱量が１万キロリットル以上又は高圧ガスの処理量が 200 万立方メートル以上等である事

業所）及び第２種事業所（石油の貯蔵・取扱量が１千キロリットル以上又は高圧ガスの処理量が 20 万立方メートル以上等である事業
所） 
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石油コンビナート災害の現
況と最近の動向 
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